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平成２７年度第１回広島市うつ病・自殺対策推進連絡調整会議 会議録（要旨） 

 

１ 開催日時  平成２８年３月１６日（水）午後７時～午後８時５０分 

２ 開催場所  広島市役所 本庁舎 １４階 第７会議室 

３ 出席委員  山脇会長、樋口副会長、円奈委員、奥原委員、海郷委員、菊田委員、塩山委員、 

志々田委員、佃委員、平井委員、森委員、森田委員、山崎委員、山本委員 

（１８名中１４名出席） 

４ ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ  広島県立総合精神保健福祉センター所長 

５ 事 務 局  障害福祉部長、精神保健福祉センター所長、精神保健福祉センター次長、精神保健福

祉課長、精神保健福祉センター相談課長 

６ 議  事  議題１ 会長及び副会長の選出について 

議題２ 全国及び広島市における自殺の現状について 

議題３ 広島市こころの健康に関するアンケート調査結果（平成 27年 11月実施）に

ついて 

議題４ うつ病・自殺対策の取組状況について 

ア 広島市における取組（平成 27年度取組状況及び平成 28年度実施予定） 

イ 各団体等における取組 

７ 発言要旨 

区分 発言要旨 

開会 

障害福祉部長 （挨拶） 

事務局 （配付資料確認） 

（委員紹介（名簿配布に代える）） 

（改選委員紹介） 

議題１ 会長及び副会長の選出について 

事務局 （議事１ 会長及び副会長の選出について説明） 

円奈委員 前期と同様、山脇委員を会長に、樋口委員を副会長に推薦する。 

 （異議なし） 

事務局 ご賛同が得られたので、山脇委員には会長に、樋口委員には副会長にご就任い

ただきたい。 

議事⑵以降の進行は、山脇会長にお任せする。 

議題２ 全国及び広島市における自殺の現状について 

事務局 （議題２ 全国及び広島市における自殺の現状について、資料１及び２により説

明） 

山脇会長 全国及び広島県は減っているが、広島市だけ 21％増とかなり深刻な事態である。

なぜ広島市だけ、しかも政令市の上位 3 位に入ってしまっている。それまではか

なり下位だったはずである。これについては、いろいろな御質問があると思うが、

現時点での広島市における分析状況について教えていただきたい。 

事務局 人口動態統計の元となる死亡小票を確認している。現在はまだそういった作業

の最中である。ただし、死亡小票自体が原因は自殺であること、どのような手段
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区分 発言要旨 

で亡くなられたか等という形式になっており、そこからは原因まではっきりとは

掴みにくい状況である。周辺情報という形で推測していくことにはなると思う。 

山脇会長 先ほどの説明、資料が見にくくてよく分からなかったが、資料２の３（「男女別・

年代別の自殺者数及び自殺死亡率（平成 26年）」）の棒グラフは、右側が前年で、

左側が 26年を示しているのか。 

事務局 棒グラフは男性と女性を表している。 

山脇会長 折れ線グラフは三角と丸のギャップを見るのか。 

事務局 折れ線グラフの方は、自殺死亡率を表しているものであり、三角は男性の年齢

階級別の自殺死亡率、丸は女性の年齢階級別の自殺死亡率を表している。単純に

死亡者数を比較すると、年齢階級別によって構成数が違うため、自殺死亡率も掲

載している。 

山脇会長 先ほどの説明で多いと言った年代は、10代とどこであったか。 

事務局 比較していただくのであれば、資料２の２の表において、平成 23年から平成 26

年までの年齢階級別の自殺死亡率を人数の下に表示している。 

山脇会長 そうすると 20代が倍以上違う。四角はどういう意味で括っているのか。 

事務局 どの年齢階層が多いかということで、多い階層である 30 代から 60 代を強調し

ている。 

山脇会長 20代の方が多いのではないか。 

事務局 平成 26年の単年だけを捉えるとそうであり、統計には単年度比較もありうるが、

長い目で見ないと統計による分析としては難しくなる部分もあるため、この 4 年

間で多くなっている階層を強調している。 

山脇会長 今回こんなに急増しているということを分析しないと次の対策が立てられない

ので、次の 5 年の計画もそうであるが、たちまちここまでの急増の要因があるこ

と、しかも全国や県と反対の動きをしていることの要因をきちんと解析しないと

責任が果たせない、市民への説明ができない。 

事務局 鋭意分析に取り組んでまいりたい。 

山崎委員 地区別のデータはすぐ出るのではないか。 

事務局 自殺死亡率でいうと、中区が一番多い。 

山脇会長 そのデータはここにはないのか。 

事務局 皆様にお配りしている資料には示していない。 

山脇会長 広島県の方も私は関わっているが、広島県は、地区と年齢、何故このような状

況にあるのかということを、この前の時点で結構分析している。 

次の５年の計画、二次の計画を作るということであるが、全体のスキームが見

えず、議論がしにくいように思う。 

山崎委員 平成 27年の推測値のようなものはないのか。 

事務局 厚生労働省の人口動態統計が平成 27 年 1 月から 10 月分まで公表されている。

人口動態統計は約５か月後に公表されるため、まだ 11 月と 12 月は発表されてい
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ない。1 月から 10 月までの自殺者数の合計は 155 人であり、かなり下回るものと

思われる。平成 26年の 10月までが 197人であり、42人少なくなっている。 

山崎委員 警察庁の速報値ではどうか。 

事務局 213人である。 

山崎委員 あまり変わっていないということか。 

事務局 警察庁の方が高く出る傾向があり、過去最も低かった平成 25年の警察庁の値が

229 人であった。それと比較しても平成 27 年は 213 人と若干下回る速報値が出て

いるため、厚生労働省の数字に置き換えれば、過去最も低かった平成 25 年の 192

人を若干下回る予測になる。 

山脇会長 一時的な増加とみるのか。 

山崎委員 若い人たち、特に 20代の人たちが増えているが、どこの区で増えているかとい

うのは分かるのか。 

事務局 死亡小票を拾えば、住所地の区は判明する。 

山崎委員 そこまではまだ調べていないということか。 

事務局 まだ集計はできていない。 

山脇会長 いつ頃までにできるのか。対策を立てるのに、後手後手に回るよりは早めにや

る必要がある。それほど手間がかかる作業ではないと思う。 

事務局 死亡小票は原因別に編さんされておらず、それぞれの月で区ごとに編さんされ

ており、全ての死亡小票をめくる必要があるため、少し時間がかかっている。 

山崎委員 コンピューターを使って簡単に調べられないのか。 

事務局 国のシステムを使っており、勝手に仕様を変更することはできない。現在の作

業を進めていきたい。 

山脇会長 大至急この要因を解析する必要がある。この次が減りそうだからと楽観的にい

くのかどうか。広島市の 20代の急増、倍以上になっている事態をどう受け止める

のか。今までは中高年の自殺ということがメインで国の対策が行われてきたが、

若年者が突出してここまで急増しているのは全国でも珍しいと思う。一時的な現

象なのか、何かの社会的な現象による連鎖的なことで、よく芸能人が亡くなると

連動してというのがあるようだが、そのようなことが特定できればある程度解釈

できるが、この傾向が続くと少し深刻である。少ない人口の若い人たちが自殺を

することに対して、広島市はどうなっているのかというふうに、ちょっと説明が

しにくくなる。議題２で時間をとって恐縮であるが、ここから始まらないと次の

対策の立てようがない。自治体としては深刻なので、時間をとらせていただいた。 

議題３ 広島市こころの健康に関するアンケート調査結果（平成 27年 11月実施）について 

事務局 （議題３ 広島市こころの健康に関するアンケート調査結果（平成 27 年 11 月実

施）について、議題３関連資料により説明） 

山脇会長  回収率はどれくらいか。 

事務局  53.6％である。報告書 1ページに記載している。 
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山崎委員  過労とうつの関係が示されているのだろうと思うが、過労死の中で過労自殺が

占める労災の認定の割合、数は増えているのか。それとも高止まりか。 

奥原委員   全国の精神障害の認定は増えている。 

山脇会長  （労災の認定件数について）調べていただく間に、前回の調査結果と大きく変

化があることとしては、関心度合いが減っている。これは後の議論にもなるが、

新聞折込による広報など様々な形で、広島市はどちらかというとスタートは早か

った。当時、市が私にやってくれと言われたので覚えているが、県よりも早くス

タートしたが、なんとなくマンネリ化している感じがする。労災認定件数は、県

の方は減っているが、県のデータには広島市が入っている。広島市がこれだけ押

し上げても、県全体は減っているということは、他の地域から見ると、広島市が

増えているということはどう理解すればよいのか分からない。 

奥原委員  平成 26年の状況であるが、精神障害に関する労災補償の請求件数は前年より 47

件増加しており、1,456件という状況である。この中の過労による労災の件数はす

ぐに出てこないが、精神の労災支給件数も増えてきている。 

山崎委員  自殺で労災が認められた件数というのは。 

奥原委員  請求が 1,456 件あり、支給決定したのが 497 件。このうち未遂を含む自殺件数

が 99件である。 

山崎委員  自殺は減ってきているが、労災認定の数というのは。 

奥原委員  増えてきている。 

山脇会長  ストレスチェックが法制化され、広まっていくには時間がかかると思うが、気

になるのが 20代の人たちの何が原因で、仕事絡みの、あるいは過重労働、若い人

たちのアルバイトまでとんでもないことになっているとニュースでよくあるが、

そういうことが若い人たちの労働環境の問題とか就職の問題も関わっているのか

どうか、すごく気になるが、データがないと推測しか言えない。 

奥原委員  自殺の統計があったので紹介をさせていただく。精神障害の労災補償の状況に

ついて、請求件数を平成 22 年度から 26 年度まで申し上げると平成 22 年度が 171

件、平成 23年度が 202件、平成 24年度が 169件、平成 25年度が 177件、平成 26

年度が 213 件、これらが自殺に関するものである。請求がこのようにあり、労災

として認定された件数（当該年度以前に請求があったものを含む。）は、平成 22

年度が 65件、平成 23年度が 60件、平成 24年度が 93件、平成 25年度が 63件、

平成 26年度が 99件という状況になっている。 

山脇会長  いずれにしてもかなりの割合になることには違いないと思うので、こういった

データも要因分析しないと政策が立てられない。事務局には申し訳ないが、広島

県に比べると解析が甘いような気がする。県はこの時点で同じ状況でかなり解析

されている。広島市の方も出席しており、県の資料は持っていると思うので、そ

のあたりの分析がないと、意見を求められても総論で終わってしまうようで気に

なる。  

議題４ うつ病・自殺対策の取組状況について（広島市における取組） 

事務局 （議題４ うつ病・自殺対策の取組状況について、資料３及び資料４により説明） 

山脇会長  27年度の取組状況、28年度の概算要求、この中で違うのは自殺未遂者支援コー

ディネーター事業、県の委託で広島大学病院が実施している活動を広島市民病院

にもコーディネーターを配置するという計画である。  
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佃委員  広報の啓発事業が予算の半分を占めている。従来からこのリーフレットの配布

に予算をかけているようであるが、先ほどから話のあった 20代の人が情報をこの

リーフレットで手に入れるとは私には思えない。ずっとこういうのをやっている

にも関わらず、20 代の人はどこに相談してよいのか分からない。そういう意味で

は、このままの予算はどうなのか。20 代の人が倍以上増えているというのは緊急

事態だと思っていて、そこを分析した上で、広報啓発活動についても、20 代の人

向けのものを考えていただきたい。 

事務局  インターネット広告なども検討したが、この予算の 2 倍以上の金額がかかると

いうことで、金額的に無理ということになった。形として残るものであり、やは

りリーフレットはそのまま作成して、交通広告の方は同じ紙媒体ということで 28

年度は見直して、自殺のハイリスク者の対策であるコーディネーター事業の方に

特化してやりたいということで 28年度の計画を立てている。 

山崎委員  若い人は新聞をとっていないのではないか。 

事務局  確かにそう思う。広島市のホームページの中にも「うつ病・自殺対策」のペー

ジを開いている。若い人であれば、インターネット環境をほぼお持ちだと思うた

め、こちらの方を御覧いただくことになる。 

山崎委員  昨日聞いた話では、若い人はむしろパソコンでのアクセスではなくて、スマホ

であると。パソコンを使わない人は結構いる。 

事務局  スマホからもサイトの方にはアクセスできる。 

山脇会長  そこまでして広島市のページにアクセスするとは思えない。ここをどうするか

というのは、いろいろな自治体もあると思うが、予算の３分の１以上を使ってお

り、例年どおり印刷しておくというのは楽だが、伝わってきにくい。1回目はいろ

いろな意味でインパクトもあり、そういう意味では中高年、高齢者に何らかの結

果もあったのかもしれない。この数年若年者の自殺が増える傾向は全国的にも広

島県でもそうであるが、予算、コストベネフィット、投資した額の効果が出てい

るのかというのは素朴に疑問を持たれかねない。「ちょっと工夫がいるのでは」と

か、「もし効果がないのだったら広報ではなくて別のところに予算をつけたらどう

か」ということに対して、どう対応し、どう答えるのか。 

事務局  来年度の予算については、この内容で議会に諮っているところである。20 代の

自殺が増えているというのは原因を早く特定したいということで、地道に作業を

しているが、いずれにしても広報一つとっても若い人にどうやって届けるかとい

うことを、まずはお金のかからないところから早急に検討させていただいて、で

きるところからやらせていただきたい。必要に応じて補正予算を計上するなど、

県の分析がどのようにされたかというのも参考にさせていただきながら早急に対

応させていただきたい。そこはもう少し時間をいただきたい。28 年度の予算につ

いては、当初の形ではこれで進めさせていただきたい。 
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山脇会長  これは実際の区分は変更が可能なのか。実際に、概算要求でトータル総額は予

算確保したが、様々な議論の結果、印刷や出版、リーフレットの作成費用にかけ

るよりは、その他のことに使用した方がより効果的ではないかということになっ

た場合は、その区分を越えて変更できるのか。 

事務局  広報の関係でいえば、今日お手元にリーフレットをお配りしている。これは、

平成 28 年度においては平成 29 年 3 月に配布をするものであるため、場合によっ

ては、広報の中で違ったものに活用するということも可能であると考える。 

山脇会長  事業を越えての予算の変更はできないのか。つまり、広報啓発事業の予算を相

談事業とかその他のもっと効果がありそうなものに変更する。分析をしないでこ

のままなので、分析した結果これが変わるという場合は、この区分の枠を越える

ということはできないのか。 

事務局  区分を越えて他に回すというやり方が役所の場合は難しいので、そういう場合

は別途項目を立てて予算を獲得するとそういう作業が必要になる。必要に応じて

そこはやらせていただくということで、先ほど補正も含めてというふうに申し上

げた。 

山脇会長  会長としての責任を感じているので、あえて言っているが、何となく 2 月と 3

月に固まって執行されているのが多いように思う。研修事業など年度末に消化す

るような活動だとなかなか効果が出にくい。もう少し予算執行を、もちろん 9 月

にやられたりしているが。 

事務局  研修などは通年で計画を立てて実施しており、リーフレットを全戸配付、新聞

折込にするのが 3 月になっているため、そこが予算的に大きいところで偏った感

じがするかもしれないが、基本的には年間を通じて取組は行っているつもりであ

る。 

山脇会長  それをもう少し工夫できないか。 

平井委員  この会議が年１回開催されているようだが、時期がこの 3 月でもう既に予算が

立っている。もう少し早い時期、予算を立てる前の時期だったらいろんな意見が

反映されタイムラグが短くて済む。今だったらもう決まっていて、一番新しい資

料に基づいた提言が立てにくいようなことがあるのではないか。そのあたりが課

題ではないかと思いながら聞いていた。 

事務局  次年度、28 年度については新しい自殺対策計画を策定する年度であり、3 回は

開催するので、いろいろな意見を開かせていただく機会はあると思う。今回ご指

摘いただいたとおり、ご心配、ご懸念いただいたところがなかなか分析もできて

いないというところはあったので、次の会議では何らかの形で説明させていただ

きたい。また、広報の面についても、本当に様々な年代層にきちんと届くという

ことをどうやったら可能になるかというところをアドバイス等いただけたら非常

にありがたい。 
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森委員  先週、教育委員会の青少年問題の協議会、同じような審議会の関係機関が集ま

って協議する場があり、いじめ、引きこもり、不登校といった子供の問題、スマ

ホ等いろいろな問題が提起され議論になったが、うつ病・自殺問題とも縦の関係

でみていくと大いに関連のあることだと思う。若い人が急に増えたので対策が必

要だが、お金がかかることをどんどん打ち出すのは難しいだろうと思うが、教育

の場で、例えば教育委員会などと連携して学校教育などの中でやっていけば、費

用をかけなくても、子供たち全体に普及啓発のような予防的なアプローチを考え

ることはできるのではないか。そういう工夫をしていかないと、リーフレットを

作っただけではすぐ繋がらないのは確かだと思う。何回も見ないということもあ

るかもしれない。それから、先ほど要因の分析という話が出たが、資料２の表で 7

項目分類と 52項目分類というのがあって、若い人だけでなく全ての年齢層につい

て要因をきちんと分析していかないといけないが、うつ病とか毎回同じようなも

のが続いているので、それで要因がはっきり理解できているものなのか。うつ病

だからすぐ自殺するわけではなくて、いろいろな要因が重なって、ストレスに関

することであれば家族の死亡であったり、経済的な問題であったり、夫婦関係で

あったり、子どもの問題であったり、いろいろなストレス要因であるとか孤立の

問題、社会的な孤立とかの要因、細かい 52項目と言うのはいろんな項目が入って

いるわけであり、これを分類していくと見えてくるものがあるのではないかと思

う。単なる一つ一つ多い順に並べるだけではなくて、構造的なものを出せないの

かと思ったが、警察庁の自殺統計で出せるものなのか。 

事務局  本来原因を探るためには自殺者を特定しないといけないが、警察庁の統計は自

殺者一人につき 3 つまで計上しているため、そこまでの分析は警察庁の資料から

はかなり難しいと思う。確かに自殺の原因は１つではなく、一人につき数個あっ

て自殺に至ったということは広く言われている。自殺する直前にほとんどの方は

うつ状態になっているということで、ここでうつ病が挙げられていると思う。 

事務局  シンプルに羅列しただけでは実態が分からないということは御指摘のとおりで

あり、要因を明らかにしていくために実際どうすればよいかというと、いわゆる

心理学的剖検と呼ばれる作業ではないかと思われる。これは、担当者がご遺族に

お会いして、自死された方のそこに至るまでの経緯・経過を丹念に聴取し、場合

によっては 1 日で終わらず、数日かけてお会いするというような作業が行われて

いると聞いている。これは、自殺研究の専門家の方が充分なマンパワーと予算に

基づいて実施されているように、なかなか難しい点がある。それはさておいて、

20代の多さというのをご指摘いただいているので、20代がどういう原因で亡くな

っておられるのかというのは調査しなければならないと考えている。それから、

少なくとも地域別には明らかにすべきではないかと、これはもっともな御指摘で

ある。とりわけ平成 26年という年は土砂災害があり、安佐南区あるいは安佐北区

で増えているのではないかということは推測しておくべき必要があると考えるの
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で、これについては調べたいと思っている。 

事務局  先ほど区別の自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数）の話が出たが、（警

察庁の統計で）最も自殺死亡率が高かったのは中区の 30.42、次に安佐北区の

25.10、3 番目が西区の 20.17 である。また、順位は不明であるが、安佐南区の自

殺死亡率は 18.45 である。広島市全体の自殺死亡率は 20.64 であるため、安佐南

区は全体平均を下回っている。 

山脇会長  それから先ほど指摘があった学校教育について、教育委員会関係の方は出てい

るのか。 

事務局  本日は庁内の関係課の方からは出席していない。 

山脇会長  以前にもいじめの問題が話題となり、教育委員会の方に出ていただくことにな

ったという経緯があったと思う。 

事務局  次期計画策定のときには、必ず関係所属から出席を求める。 

塩山委員  最近も府中町で事件が起きて、我々は第三者委員会の委員の選出をしたが、岩

手県の矢巾中学でも昨年の 9 月に似たような事件があった。本当に日本全国大変

だと思っている。 

今回のアンケート調査結果を読んで、自死の問題で考えると、人との交流ある

いは相談相手がいるかいないかということは自死を防ぐ力になるのではないかと

いうことを強く感じた。それから、精神科を受診する重症のうつの人がこれほど

少ない。これは、抑うつ状態になったらぜひ精神科へともっと強調しないといけ

ない状況にあるのではないかということを思った。 

我々は喪失体験をすればするほど死にたくなるし、孤立するという状況になれ

ば死にたくなる。失う、対象喪失という問題を市で研究するというか、この会が

そんなに開かれないということを考えれば、市の中でもうちょっと研究していた

だければと思う。 

議題４ うつ病・自殺対策の取組状況について（各団体等における取組） 

山脇会長  各団体でいろいろな活動をしていただいているが、時間がだいぶ迫ってきてお

り、全部を説明していただく時間はないため、各団体からこれだけは強調して取

り組んでいるというものがあれば、簡単に報告していただきたい。 

円奈委員 （広島市社会福祉協議会の取組について資料５、別添１及び別添２により説明） 

 広島市からの委託を受けて広島市くらしサポートセンターを運営し、生活困窮

者自立支援法に基づいて自立相談支援事業を行っている。別添１の 4 ページを見

ていただくと、新規相談の経路について、関係機関・関係者からの紹介がモデル

事業の実施時には 29.6％、平成 27 年度は 40.2％で、関係機関・関係者からの紹

介が増えている。それは先ほど孤立の問題の話があったが、行ってみなさいと本

人を押すということも大事ではないかと思う。別添１の 6 ページで訪問・同行支

援というのがあるが、ハローワークに行きなさいと言うだけではなくて、行けな

い人が結構いるので、一緒についていくという支援もやらせていただいている。
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結局、相談を受けて出口ではどうなったかが一番大事であるが、就労支援でハロ

ーワークと一緒にやらせていただいて、何件か正規職員などの就労に繋がってい

るという出口は出ている。    

別添２では社会福祉協議会の相談窓口を掲載しているが、窓口に来てもらえる

ような形で紹介していただくことが大事である。先ほどのリーフレットの中にも

社会福祉協議会の相談窓口の電話が掲載してあったが、窓口に来ていただくまで

が結局 1 番難しい問題だと思う。窓口に来ていただいたら、市役所でも生活課な

どの窓口があるので、それなりにそれぞれのセクションでがんばれると思うが、

そこまで来られない方もいる。こういう事業をやってきて、周知して来ていただ

くということをどういう形で力を入れるかが課題だと思う。 

菊田委員 （広島県看護協会の取組について説明） 

 資料への記載のとおり「うつ病・自殺対策」について、企画・実施している。 

志々田委員 （広島大学病院の取組について資料５により説明） 

 当院では、広島県の委託を受けて当院の救命救急センターに自殺企図で運ばれ

てきた人に追跡調査を平成 23年から 3か年にわたって行ってきた。その結果、や

はり一度自殺企図をされた方というのは本人が再企図される可能性が非常に高

く、6 か月の追跡期間の中で 15％の方が再企図してしまうという残念な結果が分

かった。その中でも広島市のアンケート結果とも一致するものであるが、人との

繋がりを持っている、相談相手がいるという方は、再企図率が低いということが

解析すると分かったため、27 年度からは、追跡をするだけでなく、退院後もソー

シャルワーカーが持続的に患者さんを支援している。電話での相談、借金問題が

あれば実際にその解決に携わるなど、多岐にわたる支援を行った。追跡期間が６

か月に満たないため、はっきりとした結果は分からないが、46 名の自殺未遂患者

が当院の救命センターに搬送され、うち 44名が精神科に紹介された。そのうち、

16 名について調査に同意が得られた。週末や夜間の入院ではソーシャルワーカー

がいないということもあり、対象者が 22 名、そのうちの 16 名から同意が得られ

た。平成 28 年 1 月末時点で少なくとも 13 名は何らかの支援が継続している。今

後は症例を増やして統計的に検討していきたいと考えている。 

佃委員 （広島弁護士会の取組について説明） 

 私の経験を踏まえて、結局債務問題と一口にいっても、自分がつくった債務な

のか、騙されて負った債務なのか、親から引き継いだ債務なのか、それぞれで法

的な対応は大きく異なる。さらに人によって家族の支援、地域によって行政の支

援も違う。私がいろいろな相談を受けた中で個別ケアが必要であると感じ、平成

28 年の 4 月から日弁連のモデル事業を申請して、一人一人その人自身の様々な問

題に弁護士、医師、行政の方等、できるだけ専門の方を集めて、その人のために

みんなで頑張ってケアしていく。そうしないと、分析をしても一人一人状況が違

う、一人一人に即した対応が必要であるということで来年度モデル事業を実施す
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るので、医師の方、それぞれの臨床心理士の専門家の方、お力添えをいただきた

い。 

今月の 18日に県主催で県の本庁関係にはモデル事業をしっかり説明していく。

さらに医師会の方の御尽力、臨床心理士会の御尽力をいただいて、専門家同士と

か連携という単なる言葉ではなくて、一人一人顔を見て連携して、一人一人のた

めに力添えを、それぞれの専門家の力をお借りしたい。 

山本委員 （広島県警本部の取組について説明）  

この 4 月に新しく人身安全対策課を新設する。これまでは、生活安全総務課あ

るいは安全安心課など、ＤＶ、ストーカー、女性、子ども、保護・行方不明とい

うことをそれぞれの中の係でやっていたが、すべてを人身安全ということで重視

し、課として新設してやっていくことになった。自殺については統計業務の関係

が主であり、実際にそれを止める対策ということ自体には踏み込んでいないとい

うところがあるが、行方不明の動機で自殺企図があれば早めに各警察署、あるい

は関係団体へ連絡していただき、早期発見をするなど、体制を組んで今後も人身

関連事案ということで対応していきたいと思う。自殺未遂をほのめかす警察相談

もあるので、そういう際に市役所からいただいたリーフレットを活用した説明を

して、一人でも自殺をなくすように取り組んでいきたい。 

森田委員 （広島市民生委員児童委員協議会の取組について資料５により説明） 

 悩みを抱えている住人に、関係機関へ橋渡しをするということであるが、いろ

いろな研修も行っている。昨年はうつ病に、今年は認知症の事例研究や地域包括

ケアシステムの高齢者との関わりについての研修を実施した。平成 28年度は生活

困窮者の自立支援制度といった研修も加えていきたいと考えている。 

山崎委員 （広島県医師会の取組について説明） 

 これからも自殺予防に努めていきたい。 

樋口副会長 （広島いのちの電話の取組について説明） 

 いのちの電話では、相談件数が受理できている件数が減ってきている。なぜか

というと、相談員の確保ということが難しいとためである。24 時間 365 日維持す

るために相談員を毎年養成しているが、やめる方も多く、いろいろな相談機関が

あるため応募者も減ってきている。ぜひいのちの電話の相談員として活動される

方を皆様に推薦していただきたいと思うことが 1 点。やはり大変な仕事であり、

報酬なしで手弁当で何にもいいことがなくてやっている。それを支援していただ

くために市からもお金をいただいているが、研修に限られている。もっと幅広く、

相談員のために使えるような方法で援助していただくと、もっと相談員が元気に

なるのではないか。勉強、勉強ではなくて、相談員が暖かいところで温かい気持

ちで相談できるような形で援助していただくこと、この 2 点をお願いしたいと思

う。 
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広島産業保健総合

支援センター 

（広島産業保健総合支援センターの取組について、資料５により説明） 

広島産業保健総合支援センターでは、昨年の 12月 1日から始まったストレスチ

ェック制度に係る研修会などを行っている。企業からの相談を受け付けており、

長時間労働者の面接指導についても直接行っている。相談については、全国統一

のダイヤルサービスを広島産業保健総合支援センターでも１月から開設したた

め、電話相談が急増している。  

※ 委員が欠席のため、事務局から資料を読み上げた。 

意見等 

山脇会長 今回のこの事態に関しては、この調整会議にずっと関わっている者として憂慮

しているので、何らかの形で適切な対応をお願いしたい。 

これはオープンになるのか。 

事務局 会議録についてはオープンになる。 

山脇会長 別に火を点けるつもりはないが、20 代がこれだけ増えたという情報が出ると、

20 代急増という報道になりそうな気がする。いまやこのような問題が起こると、

きちんとした対応をとらないと、この前の府中町の件もそうであるが、早期に対

応して事務処理をどうしているかというところを問われるので、ボーっとしてい

るといざという時に何も対応できない。この調整会議の責務がどうかは別として、

少なくともデータが出ているのにその後の対策は何をしているのかとか、何を活

かしているのかということを突きつけられてもおかしくない。行政も年度末でい

ろいろ忙しいとは思うが、早急にある程度の対応をしておかないとなかなか説明

責任が果たせない。それなりの税金を使っている自殺対策業務で、法的に決まっ

て、県からも委託を受けていろいろやっている。他の地区は下がっているのにな

ぜ広島市は増えているかというのに素朴に答えられないというか、調査中では済

まないのではないかと思う。優先度を上げて、早急に調査して、来年度の調整会

議は 3 回ということなんで、どういう形で反映させるのかというところを出来る

限りの、もちろん役所だから予算の方はそんなにないと思うが、可能な範囲で効

果が出る形で執行していただくよう、担当課内で教育委員会との連携等も含めて

対応していかないといけない。私はうつ病が専門なので、全国のいろいろな会議

で「広島はなぜこんなに上がっているのか」と絶対聞かれると思うが、私自身が

説明できない。そういう意味においても、早急な対応とこのような対応をしてい

るということ、来年度が減るからというわけにはいかないと思うので、よろしく

お願いしたい。 

事務局  先ほどご指摘いただいた点について、できるだけ早急に対応させていただきた

い。来年度は、先ほど申し上げましたように次期計画を策定したいと考えている

ため、開催頻度が多くなるかとは思うが、広島市民の大切な命を守るために実り

ある会議にしたいと思うので、委員の皆様、御協力をどうかよろしくお願いした

い。 
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山脇会長  次回の日程、3回の予定の割り振りはどうか。 

事務局 年度が明けてできるだけ早い段階にと考えているが、まだ具体的な日程は決ま

っていない。 

山脇会長 早めの日程調整等をお願いしたい。 
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